三、戦時下の教育
１　教育政策の転向

戦時体制の進展　　　　昭和４年、アメリカのニューヨーク株式取引所で相場が大暴落をはじめると、これがきっかけ
　　　　　　　　　　になって、アメリカの全産業は大混乱におちいった。このアメリカの恐慌は、２・３年のうちに
　　　　　　　　　　世界を恐慌のあらしにまきこんだ。恐慌のあらしは、資本主義の基礎が弱く、植民地をあまり保
　　　　　　　　　　有しない国を特に苦しい立場に追いこんでいった。

　このあらしは、わが国にとってもきわめて深刻な影響をあたえた。軍部や政治家の一部は、経
済の行きづまりを中国の市場を独占することによって切抜けようと考え、大陸への進出を推し進
めようとはかった。そうして満州事変の突発となり、わが国は満州全域を占領した。この軍事行
動は、国際連盟によってその不当性を非難され、連盟を脱退して世界の孤児となり、軍備の強化
と極端な国家主義制の確立によって、大陸政策の遂行に拍車をかけた。
戦時教育へ転向開　　　教育も満州事変を転機として、国策の線に沿って全体主義的傾向が一段と強まっていった。教
始　　　　　　　　　育行政の具体的措置として、社会教育を重要視、昭和１０年に青年学校を公布して青年団の育成
　　　　　　　　　　強化とともに、国策の線に沿う教育体制が広範な青年大衆に滲透せしめられた。これは、教育勅
　　　　　　　　　　語を中心とする明治以来の国民教化政策の徹底を企図するものであった。
　そして日華事変がおこり、この事変を成功させるためにも、わが国の国際的地位向上のために
も、教育に対する強化策の必要性がさけばれ、昭和１２年１２月「教育審議会官制」が公布され、
いわゆる教学刷新の推進によって、よりいっそう具体化されていった。
　内閣に設置された「教育審議会」は、日華事変後の状勢の中で、学校制度および教育内容全般
について審議し答申したが、とくに教育内容の改革について提案した。その後の教育改革はこの
答申に基づいて行われた。

青年学校の義務制　　　昭和１４年に青年学校の義務制が実施され、１６年には小学校を改めて「国民学校」とし、１８
実施　　　　　　　　年には中等学校令が制定された。師範学校についても改革が行われ、青年学校の設置とともに青
　　　　　　　　　　年学校教員養成所が設けられた。さらに１９年には、「青年師範学校」が創設され、師範学校とと
　　　　　　　　　　もに官立で専門学校程度の学校とした。国民学校は皇国民の基礎的錬成を目的として教育内容の
　　　　　　　　　　改革を行ったが、中等学校以上についても同様な改革が実施された。
　しかし、戦争の激化とともに、大都市学童の疎開や勤労動員、学徒動員などにより、１８年後
半ごろより教育の正常な機能はほとんど停止され、２０年８月１５日の終戦に至った。

